
 

第２ 回江東区消防団運営委員会 次第 

 

令和６ 年９ 月２ ４ 日（ 火） １ ４ 時０ ０ 分 

区防災セ ン タ ー ４ 階  災 害 対 策 本 部 室 

 

１  開    会 

 

 

２  委 員 紹 介 

 

 

３  区 長 挨 拶 

 

 

４  議 長 挨 拶 

 

 

５  議 題 

  都知事諮問事項（ 令和５ 年８ 月１ ６ 日付 ５ 東消防消第４ ３ １ 号）  
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特別区消防団運営委員会への諮問事項について

Ⅰ 諮問事項

変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託に応え続ける方策はいかにあるべきか

Ⅱ 諮問の趣旨

特別区消防団は、地域になくてはならない代替性のない存在であり、地域防災力の中核として、住民の負託に応えてきたところである。

さらに、令和５年は、関東大震災から１００年の節目の年であるなど、消防団への期待はさらに高まっており、東京の安全安心を守っていくためには
地域防災力の中核である消防団が、将来にわたって更に充実し、消防団としての役割を果たしていく必要がある。

一方で、特別区においては、人口が２０３５年ごろに減少に転じ、２０５０年をピークに高齢化が進行すると予測されているほか、近年は、ＤⅩの進
展によるテレワークなどの働き方の多様化や、単身世帯の増加による地域コミュニティの希薄化など、社会情勢は常に変化している。

このことから、各消防団や各区の特性なども踏まえながら、変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ、住民の負託に応え続
ける方策について諮問するものである。

Ⅲ 課題・検討事項（骨子・案）

資料３のとおり

Ⅳ 審議期間・回数

令和５年８月から令和７年３月まで（１年８ヶ月間） ・令和５年度１回、令和６年度２回 計３回の審議予定

資料 ２



 

 

江東区消防団運営委員会答申骨子（案） 

 

変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託に応え続ける方策はいかにあるべきか  

 

特別区消防団は、地域になくてはならない代替性のない存在であり、地域防災力の中核として、住民の負託に応えてきたところである。 
さらに、令和５年は関東大震災から１００年の節目の年であるなど、消防団への期待はさらに高まっており、東京の安全安心を守っていくためには地域防災力の中核を担う消防団が、将来にわたって更に充実し、消防団としての役割

を果たしていく必要がある。 
一方で、特別区においては、人口が２０３５年ごろに減少に転じ、２０５０年をピークに高齢化が進行すると予測されているほか、近年は、ＤⅩの進展によるテレワークなどの働き方の多様化や、単身世帯の増加による地域コミュニティ

の希薄化など、社会情勢は常に変化しているところである。 
このことから、各消防団や各区の特性なども踏まえながら、変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ、住民の負託に応え続ける方策について検討し、答申するものである。 

    

１ 地域防災の要である消防団として、変化及び成長していくための方策 

検討事項 課題 具体的検討事項 答申（案） 

検討事項１－⑴ 
  

入団し活動を
継続したいと思
える組織の活
性化方策 

 

ア 団活動に、よりやりがいを持てる 
方策 

(ｱ)  やりがいを感じる活動や各世代等で
やりがいに違いがあるか ５０歳代以上は「災害活動・訓練」、「消防操法訓練」、３０歳代以下は「防火防災教育」、「災害予防」にやりがいを感じている。 

都民の幅広い期待に応えられる能力を習得できる体制の構築を提言する。 (ｲ)  検討結果に基づき、やりがいを持て
る方策内容 

イ 資格取得講座の拡充等 

(ｱ)  既存講座の拡充や消防団活動にお
いて必要な資格等 

既存講習等の受講人数・回数等の拡充及び新たな講習等の検討・実施を提言する。 

(ｲ)  多様な職業等からなる消防団の特
性を活かした団員から団員への講話
や研修 

団員のアイディアを実現するためのマニュアル整備や教養等、支援体制の確立を提言する。 

ウ 多様な主体との協働による地域密
着型の各種講習や教養講座 

各地域に根付いている企業や官公庁、
消防団協力事業所等と連携した講習や講
座、ワークショップの発掘 

団員のアイディアを実現するためのマニュアル整備や教養等、支援体制の確立を提言する。 

検討事項１－⑵ 
 

最新の技術
等を考慮した活
動環境の改善
方策 

ア 災害への出場命令や、団員間の
情報伝達のあり方 

(ｱ)  ＭＣＡ無線機・４００ＭＨＺ無線機に
代わる無線機への更新や配置人員
の見直し、無線関係機器の統合によ
る利便性の向上 

２６０ＭＨＺ無線機と４００ＭＨＺ無線機を統合した無線機を採用し利便性の向上を図る。 
配置対象者を拡充し、より多くの団員から意見が挙がる体制の確立を提言する。 

(ｲ)  電話や緊急情報伝達システムに代
わる出場指令手段の導入 

ＬＩＮＥ等、ＳＮＳ・アプリ活用の実効性について検証を進めることを提言する。 

イ 消防団事務の効率化が可能なタブ
レットを活用したシステムの導入 

現行整備されているタブレット端末の
更新に合わせた新たなアプリやシステム
の導入等 

ａ 「令和３年１０月都知事諮問事項」に対する答申に基づく動向を注視する。 
ｂ スマートフォンとタブレット端末・アプリとの連携の可否・実効性について検討を進めることを提言する。 

ウ 各種資機材の更新に合わせた仕
様変更等 

環境に配意した装備資機材の検討や
仕様変更による利便性の向上、負担軽減 

ａ 「令和３年１０月都知事諮問事項」に対する答申に基づく動向を注視する。 
ｂ 新たな資機材について、市場の開発動向を注視し、災害活動での実効性の検討を進めることを提言する。 

Ⅲ 諮問に対する推進方策 

Ⅱ 諮問の趣旨 

Ⅰ 諮問事項 

資料 ３  



 

 

２ 活動力を地域で発揮し、地域住民の負託に応え続けるための方策 

検討事項 課題 具体的検討事項 答申（案） 

検討事項２－⑴ 
 

消防力維持
のための、計
画的な人材育
成方策 

ア 経験が浅い消防団員への教育訓
練体制や目標、内容 

具体的訓練目標や到達状況の確認の
実施 

既存資料の活用、対象別重点学習項目表による目標到達状況の管理を提言する。 

イ 経験豊富な団員（中核となる団員）
による訓練指導体制等 

(ｱ)  長年の消防団活動で培った知識や
技術の実戦的訓練指導への反映 

「令和３年１０月都知事諮問事項」に対する答申に基づく動向を注視する。 

(ｲ)  訓練指導者の研修や体制等の制度 
ａ 各幹部研修における訓練指導要領項目の拡充を提言する。 
ｂ 各幹部研修の実施回数を増やし、多数の団幹部受講の推進を提言する。 
ｃ 階級・任務別の実科研修を導入するとともに、幹部研修修了者の研修指導者登用を提言する。 

ウ 操法訓練と実動訓練の実施の 
目安等 

(ｱ)  操法訓練 可搬ポンプ積載車を使用した、実災害に則した新たな操法モデルの検討を提言する。 

(ｲ)  実動訓練 「令和３年１０月都知事諮問事項」に対する答申に基づく動向を注視する。 

エ 訓練効果の確認方策  江東区内消防団点検において訓練効果を明確に確認できる、より実戦的な点検項目を検討する。 

検討事項２－⑵ 
 

地域に尽力
している消防団
を地域住民に
より知ってもら
う方策 

ア 積極的な災害活動の定着化と 
区等と連携した普及方法 

(ｱ)  消防団員が災害活動に従事する意
識向上のための方策 

ａ 実戦的活動力の向上・主体的な活動の定着化を図る。 
ｂ 教育訓練の充実を図る。 
ｃ 職員と団員の、統一的な教育の推進を図る。 
ｄ 消防学校が行う研修や資格取得講習の受講人員の増強を図る。 
ｅ 災害活動に従事した場合の費用弁償増額支給を再度周知し、積極的な災害出場を促進する。 

(ｲ)  区や関係団体と連携した、消防団活
動の新たな認知度向上方策 

ａ 多くの区民が集うイベントにおいて、若年層や女性等にターゲットを絞った認知度向上と入団促進を図る。 
ｂ 区内各事業所に対し、消防団協力事業所制度について周知し、加入を要請する。 
ｃ 区内在住の学生に対し、学生消防団活動認証制度について周知し、消防団活動の認知度向上及び入団促進を図る。 
ｄ 区への転入者に対する消防団活動の認知度向上と入団を促進する。 

イ  地域から、より理解と信頼を得る 
消防団づくり 

(ｱ)  地域行事や消防団行事などを通じ
た、地域住民の消防団活動に対する
理解促進方策 

ａ 防火防災訓練指導等の機会を捉え、災害発生時の連携強化と、消防団活動への理解促進を図る。 
ｂ 消防団消防操法大会等に地域住民を招待し、消防団活動への理解及び基本団員への入団を促進する。 
ｃ 東京２０２０大会酷暑対策用ポロシャツ、Ｔシャツ、アポロキャップを着用し、柔軟かつ親しみやすい消防団をアピールする。 

(ｲ)  消防団員が行う総合防災教育等を
通じた、将来を見据えた児童・生徒の
消防団活動に対する理解促進方策 

ａ 区内小中高等学校に対する総合防災教育を推進し、消防団活動への理解促進を図る。 
ｂ 消防少年団活動において、消防団活動に対する理解を深め、将来の消防団入団を促進する。 
ｃ 区内小中学校に対し消防少年団の広報を推進し入団に繋げ、将来の消防団入団を促進する。 
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江東区消防団運営委員会 答申（ 案）  

 

【 諮問事項】  

変化する 社会情勢に適応し 特別区消防団の組織力を 向上さ せ住民の負託に 

応え続ける 方策はいかにあるべき か 

 

第１  はじ めに 

特別区消防団は、 地域になく てはなら ない代替性のない存在であり 、 地域防災力

の中核と し て、 住民の負託に応えてき たと こ ろ である。  

さ ら に、 令和５ 年は関東大震災から １ ０ ０ 年の節目の年である 等、 消防団への期

待はさ ら に高まっ ており 、 東京の安全安心を 守っ ていく ためには地域防災力の中核

を 担う 消防団が、 将来にわたっ て更に充実し 、 消防団と し ての役割を 果たし ていく

必要がある 。  

一方で、 特別区においては、 人口が２ ０ ３ ５ 年ごろ に減少に転じ 、 ２ ０ ５ ０ 年を

ピ ーク に高齢化が進行する と 予測さ れている他、 近年は、 Ｄ Ⅹの進展によ る テレ ワ

ーク などの働き 方の多様化や、 単身世帯の増加によ る 地域コ ミ ュ ニティ の希薄化等、

社会情勢は常に変化し ている と こ ろ である 。  

こ のこ と から 、 各消防団や各区の特性なども 踏まえながら 、 変化する 社会情勢に

適応し 特別区消防団の組織力を 向上さ せ、 住民の負託に応え続ける 方策について検

討し 、 答申する も のである 。  

第２  諮問に対する推進方策 

１  地域防災の要である 消防団と し て、 変化及び成長し ていく ための方策 

⑴ 入団し 活動を 継続し たいと 思える 組織の活性化方策 

こ のこ と について、 江東区内消防団員を 対象にアン ケート （ 資料５ ） を 実

施し た。 その結果及び江東区の地域特性や消防団の現況（ 構成等） を 踏まえ

検討する 。  

ア 団活動に、 より やり がいを 持てる 方策（ 質問１ 参照）  

( ｱ)  やり がいを 感じ る 活動や各世代等でのやり がいの違い 

「 災害活動・ 訓練」 にやり がいを 感じ ている団員が多い。 年代別に見る

と 、 ５ ０ 歳代以上の団員は「 災害活動・ 訓練」、「 消防操法訓練」 の割合が

半数以上を 占め、 ３ ０ 歳代以下の団員は「 防火防災指導」、「 災害予防」 の

割合が半数以上を 占めている 。  

( ｲ)  アン ケート 結果を 踏まえた、 やり がいを 持てる 方策内容 

「 災害対応訓練」 や「 消防操法訓練」 は継続し て実施する 他、「 各種警戒実

施要領」 や「 初期消火訓練・ 応急救護訓練指導要領」 に関する 教養を 実施

する 等、 都民の幅広い期待に応えら れる 能力を 習得でき る 体制の構築を 提

言する 。  

イ  資格取得講座の拡充等 

( ｱ)  既存講座の拡充や消防団活動において必要な資格等（ 質問２ 参照）  

災害活動や防火防災指導等に関する 知識を 習得でき る講習・ 研修の受講

資料 ４  
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希望者が多い他、 各種教養講座の受講希望者についても 各年代や立場等に

より 一定数の希望者がいる こ と から 、 既存講習等の受講人数・ 回数等の拡

充及び新たな講習等の検討・ 実施を 提言する 。  

( ｲ)  多様な職業等から なる 消防団の特性を 活かし た、 団員から 団員への講

話や研修（ 質問３ 参照）  

団員自身によ る 研修等については、 実施可能と 回答し た団員が一定数存

在し 、 職業等で培っ た知識や経験を 他の団員に伝え、 効果的な消防団活動

を 展開する ためのアイ ディ アを 持っ ているこ と から 、 こ れら のアイ ディ ア

を 実現する ためのマニュ アルの整備や教養等、 支援体制の確立を 提言する 。 

ウ 多様な主体と の協働によ る 地域密着型の各種講習や教養講座（ 質問４ 参照） 

各地域に根付いている 企業や官公庁、 消防団協力事業所等と 連携し た講習

や講座・ ワーク ショ ッ プの発掘については、 少数ではある が地域と の連携に

よ る 新たな知識・ 技術の習得によ り 、 効果的な消防団活動を 展開する ための

アイ ディ アを 持っ ている 団員が存在する 。 こ れら のアイ ディ アを 実現する た

めのマニュ アルの整備や教養等、 支援体制の確立を 提言する 。  

⑵ 最新の技術等を考慮した活動環境の改善方策  

こ のこ と について、 江東区内消防団員を 対象にアン ケート （ 資料５ ） を 実施

し た。 その結果を 踏まえ検討する 。  

ア 災害への出場命令や、 団員間の情報伝達のあり 方 

( ｱ)  ＭＣ Ａ 無線機・ ４ ０ ０ ＭＨ Ｚ 無線機に代わる 無線機への更新や配置人

員の見直し 、 無線関係機器の統合による 利便性の向上（ 質問５ 参照）  

「 消防団専用のＭＣ Ａ 無線機・ 消防署隊と 交信用の４ ０ ０ ＭＨ Ｚ 無線機

の継続使用」、「 現行どおり 団長・ 副団長・ 各分団長・ 各分団本部への配置」

と の意見が多数を 占めたが、 その背景には「 無線機を 使用し たこ と がない

ので判断でき ない」、 と の意見が多数あっ た。  

こ の結果を 重く 捉え、 ＭＣ Ａ 無線機・ ４ ０ ０ ＭＨ Ｚ 無線機に代わり 、 東

京消防庁警防本部と 交信用の２ ６ ０ ＭＨ Ｚ 無線機と ４ ０ ０ ＭＨ Ｚ 無線機を

統合し た無線機を 採用し 利便性の向上を 図る と と も に、 部長・ 班長等、 配

置対象者の拡充も し く は全団員へ配置し 、 災害現場での情報伝達・ 情報共

有の重要性の理解及び無線交信要領の習得によ り 、 よ り 多く の団員から 無

線機に関する アイ ディ ア・ 意見が挙がる 体制の確立を 提言する。  

( ｲ)  電話や緊急情報伝達システ ムに代わる 出場指令手段の導入（ 質問６ 参

照）  

現行の「 電話や緊急情報伝達システムによ る出場指令」 の継続を 希望す

る 意見が多数を 占めたこ と から 、 現行の伝達手段にデメ リ ッ ト はないと 考

えら れる が、 Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ 等、 Ｓ Ｎ Ｓ ・ アプ リ 活用に関する 意見も 多く 挙がっ

たこ と から 、 現行手段の継続と 並行し て、 新たな手段と し ての実効性につ

いて検証を 進めるこ と を 提言する 。  

イ  消防団事務の効率化が可能なタ ブレ ッ ト を 活用し たシステムの導入 

（ 質問７ 参照）  

現行整備さ れて いる タ ブ レ ッ ト 端末の更新に合わせた新たなア プ リ やシ
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ステムの導入については、「 令和３ 年１ ０ 月都知事諮問事項（ 大規模地震発生

時の消火活動能力向上方策）」 に対する 答申において、「 各種資機材取扱い動

画等にアク セスでき る二次元コ ード 読み取り 方式の導入検討」、「 Ａ Ｒ やＶ Ｒ

等の技術を 活用し た訓練の導入検討」 が示さ れており 、 現行機器・ アプリ を

継続使用し つつ、 答申に基づく 動向を 注視する 。  

また、 アン ケート 結果において、「 スマート フ ォ ン と のリ ン ク 」 等、 新たな

機器・ アプリ の導入について意見があっ たこ と から 、 団員へのスマート フ ォ

ン 配置も 視野に入れたスマート フ ォ ン と タ ブレ ッ ト 端末・ アプリ と の連携可

否及び実効性について検討を 進める こ と を 提言する 。  

ウ 各種資機材の更新に合わせた仕様変更等（ 質問８ 参照）  

環境に配意し た装備資機材の検討や仕様変更によ る 利便性の向上、 負担軽

減については、「 令和３ 年１ ０ 月都知事諮問事項（ 大規模地震発生時の消火活

動能力向上方策）」 に対する 答申において、「 迅速にホース延長でき る ホース

バッ ク の整備、 電動のホース延長台車等、 資機材の電動化や新し い技術を 取

り 入れた資機材の導入検討」、「 台座付き 放水銃、大量放水可能な軽量Ｇ Ｎ 等、

消火能力や安全管理向上のための資機材の導入検討」、「 油圧救助資機材や手

引き 可搬ポン プ搬送台車等、 更新に合わせた既存資機材の軽量化やコ ン パク

ト 化、 電動化等、 市場の開発動向の注視、 検討」 が示さ れており 、 現行資機

材を 継続使用し つつ、 答申に基づく 動向を 注視する 。  

また、 アン ケート 結果において「 飛行型ド ロ ーン 」 等、 新たな資機材の導

入について意見があっ たこ と から 、 市場の開発動向を 注視し 、 災害活動での

実効性について検討を 進める こ と を 提言する。  

更に可搬ポン プ積載車配置の拡充と 、 それに伴う 可搬ポン プ積載台車の廃

止を 提言し 、 災害現場における 機動力向上及び団員の負担軽減を 図る 。  

２  活動力を 地域で発揮し 、 地域住民の負託に応え続ける ための方策 

⑴  消防力維持のための、 計画的な人材育成方策 

ア 経験が浅い消防団員への教育訓練体制や目標・ 内容 

具体的訓練目標や到達状況の確認を 実施するため、 既存資料（ 消防団員ハ

ンド ブッ ク 、 活動事例集、 災害活動要領、 安全管理ガイ ド ラ イ ン 、 装備資機

材活用要領、 東京消防団ｅ ラ ーニン グシステム） の活用、 対象別重点学習項

目表によ る 目標到達状況の管理を 提言する。  

※ 上記については「 令和２ 年８ 月都知事諮問事項（ 水災時の効果的活動方策）」

に対する 江東区答申と し ており 、 こ れを 再度提言する 。  

イ  経験豊富な団員（ 中核と なる 団員） によ る 訓練指導体制等 

( ｱ)  長年の消防団活動で培っ た知識・ 技術の実戦的訓練指導への反映 

消防団員の実戦的活動力の向上については「 令和３ 年１ ０ 月都知事諮問

事項（ 大規模地震発生時の消火活動能力向上方策）」 に対する 答申におい

て、「 消防団訓練指導マニュ アル等の整備によ る 主体的な活動の定着化」

が示さ れており 、 答申に基づく 動向を 注視する 。  

( ｲ)  訓練指導者の研修や体制等の制度 

ａ  各幹部研修における 訓練指導要領項目の拡充を 提言する 。  
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ｂ  各幹部研修の実施回数を 増やし 、多数の団幹部受講の推進を 提言する 。 

ｃ  階級・ 任務別の実科研修を 導入する と と も に、 幹部研修修了者を 研修

指導者と し て登用する こ と を 提言する。  

ウ 操法訓練と 実動訓練の実施の目安等 

( ｱ)  操法訓練 

３ 月から ５ 月の期間に実施さ れている操法訓練については、 技術・ 規律

の両面で効果が見込まれる こ と 、団員が意欲的に取り 組んでいるこ と から

継続する 。  

なお、 可搬ポン プ積載車を 使用し 、 消火から 救助まで一連の行動を 取り

入れる 等、実戦的活動能力の向上を 目的と し た、実災害に則し た新たな操

法モデルの検討を 提言する 。  

( ｲ)  実動訓練 

操法訓練実施期間以外の訓練については、実戦的活動能力の向上を 目的

と し た、 実災害に則し た各種災害対応訓練を 実施する。  

なお、「 令和３ 年１ ０ 月都知事諮問事項（ 大規模地震発生時の消火活動

能力向上方策）」 に対する 答申において、「 可搬ポン プ積載車による 出場か

ら 放水まで等の一連の火災対応訓練の推進」 が示さ れており 、 答申に基づ

く 動向を 注視する 。  

エ 訓練効果の確認方策 

訓練効果の確認については、「 特別区消防団の災害活動等に関する規程（ 令

和４ 年９ 月７ 日東京消防庁訓令第３ ８ 号） 第６ 条」 に基づき 、 江東区内消防

団点検において、消防総監を 点検者と し て訓練効果を 確認し ているこ と から 、

各種訓練の効果を 明確に確認でき る 、 よ り 実戦的な点検項目を 検討する 。  

⑵  地域に尽力し ている消防団を 地域住民により 知っ ても ら う 方策 

ア 積極的な災害活動の定着化と 区等と 連携し た普及方法 

( ｱ)  消防団員が災害活動に従事する 意識向上のための方策 

ａ  既存資料（ 消防団員ハン ド ブ ッ ク 、 活動事例集、 災害活動要領、 安全

管理ガイ ド ラ イ ン 、 装備資機材活用要領、 東京消防団ｅ ラ ーニン グシス

テム） を 活用し 、 新たな訓練モデルの提示・ 検証、 消防団が主体と なっ

た総合的な訓練の推進によ り 実戦的活動力の向上及び主体的な活動の

定着化を 図る 。  

ｂ  可搬ポンプ 実技講習の試行・ 検証によ り 消火班等に特化し た研修や教

育など教育訓練の充実を 図る 。  

ｃ  消防学校研修の聴講等、 職員と 団員が同一研修に参加する 等、 統一的

な教育の推進を 図る 。  

ｄ  消防学校研修や各種講習のア ン ケート や時勢を 踏まえた随時見直し

によ り 、 消防学校が行う 研修や資格取得講習の受講人員の増強を 図る 。 

※ 上記ａ ・ ｂ ・ ｃ ・ ｄ については「 令和３ 年１ ０ 月都知事諮問事項（ 大

規模地震発生時の消火活動能力向上方策）」 に対する 答申と し て示さ れ

ており 、 答申に基づく 動向を 注視する。  

ｅ  消防団活動における 費用弁償については、「 特別区の消防団員の報酬
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及び費用弁償の支給に関する 規則（ 令和４ 年３ 月２ ４ 日東京都規則第２

５ 号）」 によ り 消防団活動し た際に支給さ れる が、 災害活動に従事し た

場合は増額支給さ れる こ と から 、こ のこ と を 団員に再度周知し 積極的な

災害出場を 促進する 。  

( ｲ)  区や関係団体と 連携し た、 消防団活動の新たな認知度向上方策 

ａ  江東区外で 勤務し ている 江東区民に対する 入団促進団員募集活動時

において、自分のラ イ フ スタ イ ルに合わせた消防団活動も 可能である こ

と を 広報し 、江東区成人式及び江東区民まつり 等の多く の人が集う イ ベ

ント において、若年層や女性等にタ ーゲッ ト を 絞っ た認知度向上と 入団

促進を 図る 。  

ｂ  江東区内の各事業所に対し 、 消防団協力事業所制度について、 各事業

所が２ 名以上の消防団員を 入団さ せ、勤務時間中の消防団活動への便宜

や従業員の入団促進等、消防団への協力が社会貢献と し て広く 認めら れ

ている こ と を 周知し 、 加入を 要請する。  

ｃ  江東区内に在住する 学生に対し 、「 学生消防団活動認証制度」 について

周知し 、 消防団活動の認知度向上及び入団促進を 図る 。  

ｄ  江東区の人口は、 平成１ ６ 年時は約４ １ 万人であっ たが、 令和５ 年時

には、 約５ ３ 万人を 超え、 ２ ０ 年間で約１ ２ 万人の増加と なっ ている 。

こ のよ う な特徴を 活かし 、江東区への転入者に対する 消防団活動の認知

度向上と 入団を 促進する。  

※  上記ａ ・ ｂ ・ ｃ ・ ｄ については「 平成３ １ 年１ 月都知事諮問事項（ 消

防団組織力強化方策）」 に対する 江東区答申と し ており 、 こ れを 再度提

言する 。  

イ  地域から 、 より 理解と 信頼を 得る 消防団づく り  

( ｱ)  地域行事や消防団行事などを 通じ た、 地域住民の消防団活動に対する

理解促進方策 

ａ  各町会自治会の防火防災訓練指導、 応急救護訓練指導等の機会を 捉え、

災害発生時の連携強化と 、 消防団活動への理解促進を 図る 。  

※  上記ａ については「 平成３ １ 年１ 月都知事諮問事項（ 消防団組織力強

化方策）」 に対する 江東区答申と し ており 、 こ れを 再度提言する。  

ｂ  消防団消防操法大会や江東区内消防団点検に地域住民を 招待し 、 団員

が活動する 生の姿を 見ても ら い、消防団活動への理解及び基本団員への

入団を 促進する 。  

ｃ  夏季における 地域行事に、 令和２ 年に東京２ ０ ２ ０ 大会のために配置

さ れた、酷暑対策用ポロ シャ ツ 、Ｔ シャ ツ 及びアポロキャ ッ プを 着用し 、

規律に厳正ながら も 、柔軟かつ親し みやすい消防団の姿勢を アピ ールす

る 。  

( ｲ)  消防団員が行う 総合防災教育等を 通じ た、 将来を 見据えた児童・ 生徒

の消防団活動に対する 理解促進方策 

ａ  区内小中高等学校に対する 総合防災教育を 推進し 、 消防団活動への理

解促進を 図る 。  
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ｂ  消防少年団活動において、 防火防災に関する 知識、 技術を 身に着ける

と と も に、 消防団活動に対する理解を 深め、 将来的には消防少年団卒団

者の消防団入団を 促進する 。  

※ 上記ｂ については「 平成３ １ 年１ 月都知事諮問事項（ 消防団組織力強

化方策）」 に対する 江東区答申と し ており 、 こ れを 再度提言する 。  

ｃ  区内小中学校に対し 消防少年団の広報を 推進し 、 少年団活動に対する

理解を 深める と と も に入団に繋げ、 将来的には消防少年団卒団者の消防

団入団を 促進する 。  

第３  まと め 

令和６ 年１ 月に発生し た能登半島地震では、 家屋の倒壊や火災等によ り 、 北陸地

方を 中心に甚大な被害が発生し た。  

東京都においては、 今後発生が危惧さ れる 首都直下地震に対し て人的・ 物的被害

を 低減さ せるため、 消防団は地域になく てはなら ない代替性のない存在と し て、 地

域防災力の中核と なり 、 住民の負託に応えていかなければなら ない。  

江東区内の深川・ 城東消防団は、 こ れら の使命を 果たすため、「 組織の活性化」、

「 活動環境改善」、「 計画的な人材育成」、「 地域住民の認知度向上」を 最重点と する 。  

さ ら に、 消防署隊と 連携し た実戦的な教育訓練によ り 、 積極的な災害活動の推進

及び災害活動能力の強化を 図り 、 変化する 社会情勢に適応し 、 消防団の組織力を 向

上さ せ、 江東区民の安全安心に寄与する も のである 。  



資料 5

 ※ 総団員数は令和６年３月１日現在

質問１ 消防団員として、やりがいを感じる活動はなんですか？

 

 総団員数:521名  回答団員数:346名  回答率:66.4%

 「災害活動・訓練」にやりがいを感じている団員が多い。次いで、「防火防災指導」、「災

害予防」、「消防操法訓練」となっている。

 「その他」として、「各種研修・講習」、「分団会議等での意見交換」との意見があった。

  年代別では、各年代とも「災害活動・訓練」、「消防操法訓練」が高い割合を占めており、

５０歳代以上では半数以上の割合を占めている。次いで「防火防災指導」、「災害予防」が高

い割合を占めており、３０歳代以下では半数以上を占めている。

 ※ 各質問について、複数回答・未回答があるため、回答数と回答団員数に差異がある。

特別区消防団運営委員会への諮問に関するアンケート結果

１０歳代 ２０歳代 ３０歳代

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳代

0 50 100 150 200 250

3

やりがいを感じる活動

災害活動・訓練（火災・震災・水災）

防火防災指導（初期消火訓練指導・応急救護訓練指導等）

災害予防（各種消防特別警戒）

消防操法訓練

その他

(人)



  ⑴ 既存講座の拡充

   ア 資格取得講習

質問２ 現在実施されている講座や研修で拡充を希望するものはありますか？

    また、新たに実施を希望する講座や研修はありますか？

 「二級小型船舶操縦士講習」、「応急手当指導員・普及員講習」が高い割合を占めている

が、「可搬ポンプ整備資格者特例講習」、第三級陸上特殊無線技士養成課程」についても希望

する意見があり、団員が災害活動や都民指導に活用できる様々な資格の取得を希望しているこ

とが確認できる。

１０歳代 ２０歳代 ３０歳代

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳代
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可搬ポンプ整備資格者特例講習 第三級陸上特殊無線技士養成課程

(人)



   イ 技能講習

 「手話技能講習」が高い割合を占めているが、「英会話技能講習」も希望が多く、団員が災

害時や防火防災指導に活用できる技能取得を希望していることが確認できる。

１０歳代 ２０歳代 ３０歳代

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳代
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   ウ 消防学校で実施する研修

 各研修とも受講希望者が多く、特に「機関科研修」「警防科研修」のような災害活動に関す

る研修が高い割合を占めている。

 「各幹部研修」については階級等の受講条件があるものの、２０歳代以下の若年層団員も将

来を見据え受講を希望する等、各年代において上位の研修受講を希望していることが見られ

る。

 近年、女性団員が増加しており「女性消防団員研修」を希望する団員も多く見られる。
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(人)



   エ 教養講座

 １０歳代・２０歳代を除く各年代で「安全管理セミナー」が高い割合を占めており、災害現

場における安全管理に関心がある団員が多いことが確認できる。

 他の講座については各年代で一定数の希望があり、特に「学生団員定着セミナー」、「消防

団ハラスメント防止講習」については、１０歳代の若年層団員が興味を示しており、世代の違

いに対する不安や同世代団員の入団促進を期待していることが確認できる。

１０歳代 ２０歳代 ３０歳代

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳代
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消防団ハラスメント防止講習 女性消防団員セミナー 学生団員定着支援セミナー

(人)



  ⑵ 新たに実施を希望する講座・研修

    「災害シュミレーション訓練」

    「震災時サバイバル講座」

    「倒壊家屋等の要救助者救助訓練」

    「災害発生時の関係機関との連携要領」

    「体力持続に関する研修」

    「外国語講座（インド公用語等、英語以外の外国語）」

    「災害時住民の避難誘導、警戒、被災者搬送及び救助、衆人環視対応に関する研修」

    「重機、玉掛等の講習」

    「テーピング要領」

    「ドローン技能」

    「規律・規範教育、コンプライアンス研修」

    「防災コーディネーター研修」

    「防災士研修」

    「無線機取扱い・情報伝達教養」

    「船舶免許保有者対象の水難救助研修」

    「交通安全講習・ペーパードライバー向け運転技能講習」

    「児童・生徒向け都民指導要領」

    大規模災害発生時や防火防災指導等に活用できる知識・技術の習得に関する意見が

   多くあがった。

    「過去に大規模災害が発生した地域の視察・団員等の講演」

    （神戸、淡路島の震災遺構等）



  「ソフトウェア開発、ＩＴインフラ構築」

  「写真撮影技術」

  「野外活動」

  「避難所設営、ローリングストック」

  「船舶に関する知識」

  「ガソリンスタンドに係る危険物知識」

  「消防設備点検知識・技術」

  「情報管理システム、情報セキュリティに関する教養」

  「食品市場における震災対応」

  「スポーツ選手経験に基づく体力づくり」

  「危険予知能力向上策」

  「コンプライアンス教養」

  「介護・福祉教養」

質問３ ご自身が職業等で培った知識や経験を、消防団活動に関する講話や研修等の形で

   伝えることは可能ですか？可能な場合はそれはどのような内容のものですか？

  「災害時における身体障碍者対応、事例、体験談」

  「自動車整備、車両運行知識・技術」

  「ホームページ作成、Ｅｘｃｅｌ操作」

  「クリエイティブ制作等」

  「グリーフケア」

  「建築関係知識・技術」

  「報道関係知識」

 可能な内容

  「救急処置法」

  「リスクマネジメント」

  「重機操作要領」

  「停電復旧、仮設電源設置技術」

  「チームプレーやコミュニケ―ションに関する講話」

  「英会話」

  「手話」

  「大規模イベント等の警備要領」

  「エレベーターに関する知識」
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(人)



質問４ 地域の企業・官公庁・消防団協力事業所等と連携した講習や講座、ワークショップ

   の新規発掘について、アイディアを募集しています。ご意見をお聞かせください。

 アイディア・意見

 少数ではあるが団員が、地域との連携による新たな知識・技術の習得により、効果的な消防

団活動を展開するためのアイディアを持っている。

  「葬儀社との連携。AEDの設置、式場内外での傷病者対応や震災時における帰宅困難者

 受け入れについて意見交換」

  「福祉施設と連携した防火防災訓練、救命・避難・水害等の対応について意見交換」

  「区役所との連携、防災課のみならず各部署と連携した講習」

  「ろう協会と連携した手話講習会」

  「町会・自治会と連携した活動」

 一定数の団員が、自身の職業等で培った知識や経験を他の団員に伝え、効果的な消防団活動

を展開するためのアイディアを持っている。



  ⑴ ＭＣＡ無線機

   ア 利便性について

    □良い理由

 「個別、所属団、広域と大規模災害等に通信確保ができる」

 「消防団専用のため、他と輻輳しない」

 「広範囲に通信が可能で、電話が通じない状況でも使用できる」

 「瞬時に情報を共有でき、災害時は有効である」

 「小型で持ち運びに便利」

 「使い勝手が良い、音質が良い」

 「現在の使用・操作状況に問題がない、特に不便さを感じない」

    □悪い理由

 「マニュアルが無いと使用法や設定が難しい、直感的な操作性が望ましい」

 「プレストークボタンを押してから通話できるまでにタイムラグがある」

 「各分団が同時に使用すると無線が輻輳する、チャンネルを増やしてもらいたい」

 「壊れやすい、修理コストが高く、時間を要する」

 「すぐにバッテリーがあがる」

 「場所によって一部交信ができない」

 「他の無線機と比べ、重量がありサイズが大きく持ち運びが不便」

 「双方向性の欠如、画面動画が見れない、スマホや携帯で良い」

 「災害現場で消防署隊と通信ができない」

    □その他

 「配置台数が少なく使用したことがないため、わからない」

質問５ 現在、災害現場や各種警戒等での情報伝達のため、ＭＣＡ無線・４００MHZ携帯

   無線機を団本部・各分団に配置していますが、各機器の利便性、それに代わる無線機

   への更新、配置対象者の見直し、無線関係機器の統合について、ご意見をお聞かせ

   ください。
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   イ 新機器への更新について

   ウ 配置対象者について

 消防団専用であり、消防署隊無線との輻輳がない、「現行のＭＣＡ無線機の継続使用」を希

望する意見が多くあがった。

 「消防署隊が使用する２６０ＭＨＺ無線機」へ更新する意見は「継続使用希望」の約半数で

あった。

 その他の機器への更新意見は少数であったが、次の意見があがった。

 「消防署隊との情報共有を目的に、４００MHzと２６０MHzのチャンネルが切り替え可能な

機器を配置する」

 「タブレット等を用いた双方向での動画のやりとりを可能とする」

 現行どおり団⾧・副団⾧・各分団⾧・各分団本部への配置を希望する意見が多数を占めた。

 部⾧・班⾧等、配置対象者の拡充や全団員へ配置する意見は少数であった。理由として、

「無線機を使用したことがないので判断できない」、との意見が複数あった。
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新機器への更新

ＭＣＡ無線機の継続使用 消防署隊が使用する２６０ＭＨＺ無線機への更新 その他の機器への更新

(人)
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  ⑵ ４００MHZ携帯無線機

   ア 利便性について

    □良い理由

 「現行どうりで特に支障が無い」

 「操作が簡単で使いやすい」

 「電波の通りがよく広範囲で通信できる」

 「瞬時に情報を共有でき、災害時に有効である」

 「災害時等、署隊の動きがわかる」

    □悪い理由

 「通信範囲が狭く限られている」

 「電波が悪く使えない時がある」

 「サイズが大きく持ち運びが不便」

 「無線機に関する基礎知識がない。取扱いに慣れていない」

 「使用実績が少なく、使用する場面がわからない」

 「壊れやすい」

 「MCA無線を多用してしまい、ほとんど使用していない」

 「他の無線機と1つにまとめて欲しい」

 「無関係な情報まで聞こえてしまう、交信中に割り込まれ妨害しかねない」

 「アプリ（LINE・インスタグラム等）を団活動に活用したい」

    □その他

 「台数が少なく、使用したことがないので、わからない」

 「スマートフォンで良い」
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   イ 新機器への更新について

   ウ 配置対象者について

 「現行の４００ＭＨＺ無線機の継続使用」により、災害現場で消防署隊との情報共有を希望

する意見が多くあがった。

 「消防署隊が東京消防庁警防本部との交信に使用する２６０ＭＨＺ無線機と、現行の４００

ＭＨＺ無線機との統合」についての希望は少数に止まった。

 その他の機器への更新意見として、「スマートフォン、タブレット等の専用アプリ開発、活

用」があがった。

 現行どおり団⾧・副団⾧・各分団⾧・各分団本部への配置を希望する意見が多数を占めた。

 部⾧・班⾧等、配置対象者の拡充や全団員へ配置する意見は少数であった。理由として、

「無線機を使用したことがないので判断できない」、との意見が複数あった。
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 「現在の状況をリアルタイム動画で送れる」

 「メールより繋がりやすく、見やすい」

 「使いやすい、専用のアプリがあると良い」

 「消防団緊急情報伝達システムのアプリ化等、消防団員向けアプリやソフトの開

発、発災地地図表示、出場の有無、参集の可否等、一目で確認できるもの」

 「年配の方々や不慣れな方々の為のツール、アプリの取得やパスワード入力などが

出来ないので、消防サイトで閲覧できる様なタイプが良い」

 「２０１１年震災時、電話が使用できなかったことを考えると新たな伝達方法も平

行して導入してほしい」

 「電話は出なければ伝わらず、メールは見ていない事があるが、ＬＩＮＥは既読が

つくので内容は伝わる」

 「若い人は馴染みがあり分かりやすい」

 「ＬＩＮＥやＺＯＯＭ等、コラボレーションしやすいツールにしてほしい」

 「メールは他の連絡と混在し気づきにくい」
 「現行の電話連絡は継続でいいが、メールは使用している人が少ないため、ＬＩＮ

Ｅ等のＳＮＳを活用してほしい」

    □その他、新たな伝達方法

 「ＬＩＮＥ等アプリにより、東京消防庁総合指令室からの指令と同時に一斉伝達で

きるシステムを開発してほしい」

 「電話による伝達に比べ、ＬＩＮＥによる一斉伝達が可能となり時間短縮となる」

 現行方法の継続を希望する意見が多数を占めた。

 新たな出場指令伝達方法の導入については少数ではあったが、多数の意見が挙がった。特に

ＬＩＮＥ等のアプリ活用に関する意見が最も多く挙がった。

    □ＬＩＮＥ等、ＳＮＳ・アプリの活用

質問６ 現在、災害への出場指令は電話や緊急情報伝達システムにより伝達していますが、

   これらに代わる出場指令伝達方法の必要性について、ご意見をお聞かせください。
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<注>

 

質問７ 現在、各種災害時における情報収集、分団会議や各種訓練指導等、消防団業務での

   活用を目的として、各分団にタブレット端末を配置しています。

   前回特別区団運営委員会答申「大規模地震発生時の消火活動能力向上方策」において、

  「各種資機材取扱い動画等にアクセスできる二次元コード読み取り方式の導入検討」、

  「ＡＲやＶＲ等の技術を活用した訓練の導入検討」が示されました。

   これらを踏まえ、現行タブレット本体及びインストールされているアプリの利便性や

  新たな機器・アプリの導入等についてのご意見をお聞かせください。
・ＡＲ＝拡張現実⇔現実世界を立体的に読み取り、仮想的に拡張する技術

・ＶＲ＝仮想現実⇔ＶＲゴーグルなどの装置を装着することで、仮想的世界に入り

    込んだかのような体験ができる技術

 現行機器・アプリの継続使用、答申に基づき動向を注視する、という意見が大多数を占め

た。

 新たな機器・アプリを導入する意見として、「個人スマートフォンとのリンク」、「外部接

続」、「ディスプレイの外部出力」等、機能導入の意見があがった。

 また、「ドローン及びドローンで撮影動画を共有できるシステムの開発」があがった。
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    □新たな資機材の導入に関する意見

 「酸欠有毒ガス検知器による、災害現場での空気汚染の把握」

 「可搬ポンプ積載車に衝突防止アシスト、バックモニターを設置」

 「普通車をベースとした可搬ポンプ積載車」

 「２輪車の導入、震災時は渋滞も含め４輪車の走行困難が予想されるため」

 「既存資機材の電動化・軽量化、女性でも扱えて２名程度で放水できる器具等、改

良できる資機材は全てして欲しい」

 現行資機材の継続使用、答申に基づき動向を注視する、という意見が大多数を占めた。

 新たな資機材を導入する意見は少数であったが、様々な意見が挙がった。

 「飛行型ドローンによる広域での現状把握、人や車両が立ち入れない場所の把握」

質問８ 消防団に配置されている各種災害用資機材について、前回特別区団運営委員会答申

   「大規模地震発生時の消火活動能力向上方策」において、「迅速にホース延⾧できる

   ホースバックの整備、電動のホース延⾧台車等、資機材の電動化や新しい技術を取り

   入れた資機材の導入検討」、「台座付き放水銃、大量放水可能な軽量ＧＮ等、消火能力

   や安全管理向上のための資機材の導入検討」、「油圧救助資機材や手引き可搬ポンプ

   搬送台車等、更新に合わせた既存資機材の軽量化やコンパクト化、電動化等、市場の

   開発動向の注視、検討」が示されました。

    これらを踏まえ、環境に配意した装備資機材の検討や仕様変更による利便性の向上、

   負担軽減等について、意見をお聞かせください。
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資機材の導入

現行資機材の継続使用、答申に基づく動向注視 新たな資機材の導入

(人)



 

 

諮問に対する審議予定 

 

 

諮 問 事 項 等 

「 変化する社会情勢に適応し 特別区消防団の組織力を向上さ せ住民の負託

に応え続ける 方策はいかにあるべきか」  

 令和５ 年８ 月１ ６ 日   東京都知事⇒⇒⇒江東区消防団運営委員会 

            【 答申期日 令和７ 年３ 月３ １ 日】  

       ※審議期間は、 令和５ 年８ 月から 令和７ 年３ 月まで 

 

 

第 １ 回 

 

令和６ 年１ 月２ ２ 日 

・ 前回の答申報告 

・ 今回の諮問事項の内容説明 

・ 今後の諮問会議の日程等 

                   

 

 

第 ２ 回 令和６ 年９ 月２ ４ 日 ・ 諮問に対する答申案の検討 

                  

                  

 

第 ３ 回 
令和７ 年１ 月下旬 

～２ 月上旬予定 

・ 諮問に対する答申案の検討 

・ 答申案の承認 

  

                   

 

答   申 

「 変化する社会情勢に適応し 特別区消防団の組織力を向上さ せ住民の負託

に応え続ける 方策はいかにあるべきか」  

             江東区消防団運営委員会⇒⇒⇒東京都知事 

            【 答申期日 令和７ 年３ 月３ １ 日】  

 

資料 ６  


